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公立大学法人神戸市外国語大学事業報告書 

「Ⅰ 公立大学法人神戸市外国語大学の概要」 

１．目標 

神戸市外国語大学は、神戸市における外国語及び国際文化に関する実践教育及び

理論研究の中心として市民の大学教育に対する要請にこたえ、もって文化及び教育

の面で地域社会及び産業の発展に貢献するとともに、我が国その他世界の高等教育

及び学術研究の向上に寄与することを目的とする。 

また、その運営にあたっては、理事長（兼学長）の適切な運営の下、学外からの

意見も積極的に採り入れ、時代と社会の変化に迅速に対応し、自律的で効率的な大

学運営を行ない、国際的に通用する人材の育成、高度な研究・教育の推進、地域貢

献、国際交流の達成に努めていく。 

 

 

２．業務 

 (1) 神戸市外国語大学を設置し、及び管理すること 

 (2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を

行なうこと 

 (3) 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の

法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと 

 (4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること 

 (5) 神戸市外国語大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と 

 (6) 前各号の業務に附帯する業務 

 

 

３．事務所等の所在地 

神戸市西区学園東町 

 

 

４．資本金の状況 

８，８１３，９００，０００円（全額神戸市出資） 

 

 

５．役員の状況 

   役員の定数は、公立大学法人神戸市外国語大学定款第８条により、理事長１人、

副理事長１人、理事 4人以内及び監事１人。 

   任期は公立大学法人神戸市外国語大学定款第１２条の定めるところによる。 

 

役 職 氏 名 就任年月日 備 考 

理事長 指  昭博 2017年 4月 1日 学長 

副理事長 伊藤 紀美子 2017年 9月 1日  
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理事 

（総務担当） 
髙須 昭典 2015年 4月 1日 事務局長 

理事 

（学務担当） 
田中  悟 2017年 4月 1日 学生支援部長 

理事 

（学術担当及び

国際交流・地域貢

献担当） 

竹越  孝 2017年 4月 1日 外国学研究所長 

理事 

（広報担当） 
梶山 卓司 2015年 7月 1日  

監事（非常勤） 福元 俊介 2017年 4月 1日 公認会計士、税理士 

 

 

６．職員の状況（２０１７年５月１日現在） 

教 員   ８７名 

職 員   ７９名 

 

 

７．学部等の構成 

○外国語学部 

  英米学科、ロシア学科、中国学科、イスパニア学科、国際関係学科、 

第２部英米学科 

 ○外国語学研究科 

  英語学専攻、ロシア語学専攻、中国語学専攻、イスパニア語学専攻、 

  国際関係学専攻、日本アジア言語文化専攻、英語教育学専攻、文化交流専攻 

 ○外国学研究所 

 ○学術情報センター 

 

 

８．学生の状況（２０１７年５月１日現在） 

 総学生数       ２，３０８人 

  学部学生     ２，１８８人 

  大学院修士課程     ８８人 

  大学院博士課程          ３２人 

 

 

９．設立の根拠となる法律名 

地方独立行政法人法 

 

 

10．設立団体 

神戸市 
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11．沿革 

1946（昭和 21）年 神戸市立外事専門学校設立 

1949（昭和 24）年 神戸市外国語大学に昇格 

 （外国語学部に英米・ロシア・中国の３学科設置） 

1950（昭和 25）年 短期大学部を併設 

1951（昭和 26）年 外国学研究所を設置 

 神戸市立外事専門学校を廃止 

1953（昭和 28）年 大学に外国語学部第２部英米学科を新設 

1955（昭和 30）年 短期大学部を廃止 

1962（昭和 37）年 学部にイスパニア学科を増設 

1967（昭和 42）年 大学院外国学研究科（修士課程）を設置 

1986（昭和 61）年 神戸研究学園都市の現学舎に全学移転 

1987（昭和 62）年 学部に国際関係学科を設置 

 第２部に司書課程を設置 

1991（平成 3）年 

 

大学院外国語学研究科に国際関係学専攻及び日本語日本文化専

攻を増設 

1996（平成 8）年 大学院外国語学研究科に博士課程文化交流専攻を設置 

2004（平成 16）年 大学院外国語学研究科に英語教育学専攻を設置 

2007（平成 19）年 公立大学法人神戸市外国語大学に移行 

2009（平成 21）年 学部に国際コミュニケーションコースを設置 

2015（平成 27）年 

 

修士課程を改編し、「論文コース」と「課題研究コース」を設置

（英語教育学専攻を除く） 

2016（平成 28）年 第２学舎増築（スチューデントコモンズ新設） 

 

 

12．経営協議会・教育研究協議会 

  ○経営協議会（経営に係る事項の審議） 

氏  名 役   職 

指   昭 博 理事長 

伊 藤 紀美子 
副理事長 

（神戸商工会議所副会頭 田嶋株式会社代表取締役社長） 

髙 須 昭 典 総務担当理事 

田 中   悟 学務担当理事 

竹 越   孝 学術担当、国際交流・地域貢献担当理事 

岡 本 崇 男 学術情報センター長 

山 口 治 彦 副学長 
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井野瀬 久美惠 甲南大学文学部教授 

荻 野 正 明 ﾌｪﾆｯｸｽ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ会長 

桜 間 裕 章 株式会社神戸新聞社常勤監査役 

田 中 康 秀 岡山商科大学副学長 

長 田 庄太郎 長田通商株式会社代表取締役社長 

森   有 美 弁護士 

山 口 真 紀 神戸市外国語大学伸興会会長 

 

 

  ○教育研究評議会（教育研究に係る事項の審議） 

氏  名 役   職 

指   昭 博 学長 

山 口 治 彦 副学長 

髙 須 昭 典 理事（総務担当） 

田 中   悟 理事（学務担当） 

竹 越   孝 理事(学術担当、国際交流・地域貢献担当) 

岡 本 崇 男 学術情報センター長 

植 田   淳 キャリアサポートセンター長 

野 村 和 宏 教職支援センター長 

横 田 玲 子 地域連携推進センター長（総合文化グループ教授） 

難波江 仁 美 国際交流センター長 

光 永 雅 明 英米学科教授（入試研究部会長） 

北 見   諭 ロシア学科教授（学術研究推進部会長） 

下 地 早智子 中国学科教授 

Ｍ．サ ン ス イスパニア学科教授（ＦＤ推進部会長） 

玉 井   健 国際関係学科教授 

山 口   智 法経商グループ教授 

千 葉   典 学生支援部会長 

中 沢 葉 子 カリキュラム部会長 
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「Ⅱ 財務諸表の概要」 

１．貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

固定資産  固定負債  

 有形固定資産   資産見返負債 2,204 

  土地 6,025  長期寄附金債務 61 

  建物 4,165  その他の固定負債 21 

   減価償却累計額等 △1,711   

  構築物 100 流動負債  

   減価償却累計額等 △65  運営費交付金債務 3 

  機械装置 17  寄附金債務 140 

   減価償却累計額等 △3  未払金 233 

  工具器具備品 381  その他の流動負債 78 

   減価償却累計額等 △300   

  図書 1,495 負債合計 2,740 

  その他の有形固定資産 7 純資産の部  

 その他の固定資産 3 資本金  

   地方公共団体出資金 8,814 

流動資産  資本剰余金 △951 

 現金及び預金 1,068 利益剰余金 583 

 その他の流動資産 5 純資産合計 8,445 

資産合計 11,186 負債純資産合計 11,186 

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。 

 

２．損益計算書 

（単位：百万円） 

 金 額 

経常費用（A） 2,438 

 業務費  

  教育経費 230 

  研究経費 60 

  教育研究支援経費 83 

  人件費 1,810 

  その他 0 

 一般管理費 253 

 財務費用 1 

経常収益（B） 2,485 

 運営費交付金収益 1,162 

 学生納付金収益 1,168 

 その他の収益 155 

臨時損益（C） － 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（D） 14 

目的積立金取崩額（E） 9 

当期総利益（B-A+C+D+E） 70 

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。 
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３．キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

 金 額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 129 

 人件費支出 △1,827 

 人件費以外の業務支出 △457 

 運営費交付金収入 1,160 

 学生納付金収入 1,152 

 その他の業務収入 102 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △258 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △30 

Ⅳ資金増加額（D=A+B+C） △159 

Ⅴ資金期首残高（E） 277 

Ⅵ資金期末残高（F=D+E） 118 

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。 

 

 

４．行政サービス実施コスト計算書 

（単位：百万円） 

 

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。 

 

 

 

５．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

①主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

2017年度末現在の資産合計は、前年度比 174 百万円（1.5％）（以下、特に断らない

限り前年度比・合計）減の 11,186百万円となっている。 

主な増加要因としては、図書が、取得により 13百万円（0.9％）増の 1,495 百万円

となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、建物の減価償却累計額が、減価償却により 178百万円

（11.6％）減の△1,711百万円となったこと、工具器具備品の減価償却累計額が、減

価償却等により 31 百万円（11.5％）減の△300百万円となったことが挙げられる。 

 

 

 

 

 金 額 

Ⅰ業務費用 1,189 

 損益計算書上の費用 2,438 

 （控除）自己収入等 △1,249 

（その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ損益外減価償却相当額 120 

Ⅲ引当外賞与増加見積額 0 

Ⅳ引当外退職給付増加見積額 △43 

Ⅴ機会費用 3 

Ⅵ行政サービス実施コスト 1,269 
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（負債合計） 

2017年度末現在の負債合計は、102百万円（3.6％）減の 2,740百万円となっている。 

主な増加要因としては、寄附金の増加により寄附金債務が 26百万円（22.8％）増の

140百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、施設整備の減少により未払金が 43 百万円（15.6％）減の

233百万円となったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

2017年度末現在の純資産合計は 73万円（0.9％）減の 8,445万円となっている。 

主な増加要因としては、利益剰余金が、当期総利益を計上したこと等により 47百万

円（8.8％）増の 583百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、損益外減価償却累計額が減価償却の見合いとして 120 百万

円（10.5％）減の△1,258 百万円となったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

2017年度の経常費用は 19百万円（0.8％）減の 2,438百万円となっている。 

主な増加要因としては、一般管理費が施設の修繕費の増加等により 57 百万円

（29.1％）増の 253 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、人件費が退職金の減少等により 48百万円（2.6％）減の 1,810

百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

 2017 年度の経常収益は 6百万円（0.2％）減の 2,485百万円となっている。 

 主な減少要因としては寄附金収益が 16百万円（64.0％）減の 9百万円となったこと

が挙げられる。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況及び前中期目標期間繰越積立金や目的積立金の取崩を行ったこ

とにより、2017年度の当期総利益は 19 百万円（37.3％）増の 70 百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

2017 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 62 百万円（32.5％）減の 129 百

万円となっている。 

主な増加要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 74 百万円

（24.0％）増の△234百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、その他の業務支出が 49百万円（28.2％）減の△223百万円

となったこと、運営費交付金収入が 49 百万円（4.1％）減の 1,160 百万円となったこ

とが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

2017年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 134 百万円（108.1％）減の△258

百万円となっている。 

主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が 217 百万円（78.6％）増

の△59 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、定期預金の預入による支出が 450 百万円（31.0％）減の  

△1,900百万円となったことが挙げられる。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

2017 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 1 百万円（3.4％）減の△30 百万

円となっている。 

 

エ．行政サービス実施コスト計算書 

（行政サービス実施コスト） 

 2017 年度の行政サービス実施コストは 4 百万円（0.3％）減の 1,269 百万円となっ

ている。 

  主な減少要因としては、業務費用合計が 2百万円（0.2％）減の 1,189百万円となっ

たこと、機会費用が 2百万円（40.0％）減の 3百万円となったことが挙げられる。 
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（表）主要財務データの経年表 

（単位：百万円） 

区  分 2012年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016年度 2017年度 

資産合計 11,490 11,395 11,432 11,610 11,360 11,186 

負債合計 2,722 2,668 2,760 3,006 2,842 2,740 

純資産合計 8,768 8,727 8,673 8,603 8,518 8,445 

経常費用 2,451 2,278 2,263 2,341 2,457 2,438 

経常収益 2,512 2,382 2,320 2,382 2,491 2,485 

当期総損益 95 104 67 51 51 70 

業務活動によるキャッシュ・

フロー 
302 101 184 215 191 129 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
△425 △12 △246 △13 △124 △258 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
△16 △18 △12 △29 △29 △30 

資金期末残高 69 140 66 238 277 118 

行政サービス実施コスト 1,342 1,197 1,203 1,178 1,273 1,269 

（内訳）       

業務費用 1,258 1,084 1,047 1,103 1,191 1,189 

  うち損益計算書上の費用 2,451 2,278 2,263 2,341 2,457 2,438 

  うち自己収入 △1,193 △1,194 △1,216 △1,238 △1,266 △1,249 

 損益外減価償却相当額 112 112 112 111 120 120 

 引当外賞与増加見積額 3 △2 9 5 2 0 

 引当外退職給付増加見積額 △76 △49 4 △41 △44 △43 

 機会費用 46 52 32 － 5 3 

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。 
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（２）予算・決算の概況 

 （単位：百万円） 

区分 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 

 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 2,494 2,487 2,392 2,388 2,414 2,487 2,620 2,624 

 運営費交付金収入 1,307 1,286 1,163 1,140 1,117 1,101 1,167 1,159 

 補助金等収入 － － － － － － － － 

 学生納付金収入 1,154 1,136 1,153 1,135 1,140 1,173 1,141 1,162 

 その他収入 33 65 76 113 157 213 312 303 

支出 2,494 2,403 2,392 2,251 2,414 2,377 2,620 2,549 

 教育研究経費 249 237 265 321 298 279 295 310 

 一般管理費 165 197 177 181 202 248 177 160 

 その他支出 2,080 1,969 1,950 1,749 1,914 1,850 2,148 2,079 

収入－支出 － 84 － 137 － 110 － 75 

 

 

区分 2016 年度 2017年度 

 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 2,449 2,454 2,427 2,405  

 運営費交付金収入 1,228 1,212 1,163 1,162  

 補助金等収入 － 0 － 0  

 学生納付金収入 1,146 1,148 1,137 1,151  

 その他収入 75 94 127 92  

支出 2,449 2,404 2,427 2,334  

 教育研究経費 311 284 311 278  

 一般管理費 177 180 150 161  

 その他支出 1,961 1,940 1,966 1,895 人員配置の見直し

等に努めたため 

収入－支出 － 50 － 71  
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「Ⅲ 事業の実施状況」 

 

１ 国際的に通用する人材の育成 

１ 高度なコミュニケーション能力の養成 

(1) 複数外国語運用能力の獲得 

・イスパニア学科に加え、新たにロシア学科の授業においても、能力別クラスを導入し

た。 

(2) 幅広い教養の修得 

・国際コミュニケーションコースの一部科目について全学的な提供を行った。 

ゲストスピーカー制度及びクラスアシスタント制度の利用対象者を非常勤講師にも拡

充した。 

・学生からの要望を踏まえ、試験期間における図書館の日曜開館を実施するとともに、

４年生の貸出冊数を増やした。 

(3) 高度な外国語運用能力と幅広い知識に基づく実践的な発信力の強化 

・日本大学英語模擬国連大会（JUEMUN）を本学で開催した。 

・模擬国連世界大会 2020 年秋季大会（全米学生会議連盟主催）が再度本学で開催

されることが決定した。 

・模擬国連世界大会に参加した学生が、国連日本政府代表部を表敬訪問し、大使

に 2020年神戸大会への協力を求める学長からの親書を手渡した。 

・スチューデントコモンズやアクティブラーニング教室の積極的な活用を促した。 

 ２ 開かれた大学院教育 

(1) 大学院教育の充実 

・大学院における「社会人特別選抜入試」を実施した。 

・大学基準協会からの努力課題に対応するため、学位論文審査基準等を改定した。 

・新たに大学院特別研究学生制度を創設した。 

(2) 研究者の育成 

・学術国際会議研究発表助成制度により、海外の国際会議などで研究発表を行う大学院

生（博士課程）６名に渡航費等の一部を助成した。 

 ３ 教育制度の継続的改革 

・GPA制度の運用を開始した。 

・一定の条件を満たすインターンシップへの参加について単位を付与することを決定した。 

 ４ 入試制度の検証 

・国全体の入試制度改革の動向に注視し、ＡＯ入試制度の制度設計を行った。 

・入学者アンケート、出身地域分析、入学後の成績追跡調査等を行うとともに、辞退者

アンケートを実施する等、入学状況に関する検証を行った。 

 ５ 学生への生活支援と進路・就職支援 

（1）学生への相談支援 

・教員・カウンセラーと連携して、欠席が多い等教育上の配慮が必要な学生に対して、

実態の把握に努めるとともに面談を行った。 

・第２回学生生活調査報告書を公表した。 

・授業料減免基準の見直しを行い、派遣留学中の学生も減免の対象とした。 

・障害者差別解消法の施行に伴う本学でのガイドラインを定めた。 

・新たに英語対応可能なカウンセラーを配置した。 

  (2) 就職支援の拡充 

・キャリアサポートセンターを新設し、学生の就職支援体制を強化した。 

・インターンシップ単位付与制度を創設した。 

・引き続き、卒業生の進路先を 100％把握するとともに、個別相談指導等の就職支援を

行った。 

・地元企業を取りまとめた学内合同説明会を開催することを決定した。 

・99％の就職内定率を確保した。 
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 ２ 高度な学術研究の推進 

 １ 外国学の研究拠点としての役割の充実 

(1)  大学独自の研究プロジェクト 

・国際会議・セミナー等開催支援事業に基づく学会を開催するとともに、2018年度に開

催する会議の募集を行った。 

   (2) 外部資金を活用した研究活動の拡大 

・科学研究費補助金に関する説明会や獲得支援勉強会を開催した。また、科研費申請ア

ドバイジング窓口を継続して設置する等、申請や使途に関して総合的な支援を行った。 

・科学研究費補助金の申請を増やすために、個人面談や調書内容の添削支援を行った。 

・科学研究費申請書類の様式点検を専門業者に委託した。 

・大型科学研究費補助金申請を促した。 

(3) 外国学研究所事業の充実 

・リサーチプロジェクト事業を継続して実施するとともに、新たに研究成果物出版助成

制度の導入を決定した。 

・ポストドクター等 11名を客員研究員として受け入れた。 

・教職員等に対する研究倫理教育及び研究刊行物への査読制度を継続して実施した。 

・教員と学生の区別なく、ひとつのテーマについて自由に議論する「コモンズ・トーク」

を５回開催した。 

２ 研究成果等の公表の促進 

・過去の紀要等の掲載を進める等、リポジトリシステムのコンテンツの充実を図った。 

・教員や学外から招へいした研究者や客員教授による講演会等を 11件開催した。 

３ 海外の研究機関との学術提携 

・ロンドン大学東洋アフリカ研究学院（英）及びナバラ大学（西）と新たに学術提携を

締結した。 

 

３ 地域貢献 

 １ 市民の生涯学習意欲への対応 

  (1) 社会人学生の受入 

・大学院における「社会人特別選抜入試」を実施した。 

・第２部英米学科の社会人特別選抜等で社会人学生を受け入れた。 

(2)市民の生涯学習機会の確保 

・受講者の利便性を考慮して神戸駅前会場、三宮会場でオープン・セミナーを開催した。 

・神戸市立博物館との連携事業の一環で、本学教員が博物館で講演を行った。 

・図書館の市民利用制度について、更なる利用期間の拡充を行った。（194日→212日） 

・公開講座における民間事業者との提携について検討を行った。 

 ２ 神戸市の教育拠点としての役割の充実 

(1)小中高校の英語教育の支援 

・神戸市教育委員会との「連携協力に関するアクションプラン」に基づき、様々な連携

事業を実施した。 

・現職教員の指導力向上を支援するため、小学校外国語活動基本研修、小学校低学年向

けの英語活動研修会、モデル授業、英語教育オープンクラス等を開催した。 

・地元小学校と連携した英語活動支援事業の一環として、本学で教員等が小学生から英

語インタビューを受けた。 

・市内や県内他都市の高校で講演等を行う等、幅広く英語教育に協力した。 

(2) 高大連携、大学間連携の推進 

・全国外大連合が関西ワールドマスターズゲームズ 2021組織委員会と協定を締結した。 

・スーパーグローバルハイスクールに指定されている神戸市立葺合高校等に対して、本

学教員を派遣する等、様々な支援を行った。 

 ３ 語学教員等の輩出 

・新たに教職支援センターを設置した。 

・面接対策、模擬授業等の教員採用に向けた対策を実施するとともに、採用内定報告会
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等の教職イベントを開催した。 

・世界の優れた教師を選ぶ「グローバルティーチャー賞」の上位 50人に本学の卒業生が

日本人で唯一選出された。 

 ４ ボランティア活動の支援 

・ボランティアコーナーを中心に活動状況等について情報提供を行った。 

・多くの学生が、国際交流や地域振興等、様々な分野における活動に参加した。 

・新入生を対象にボランティア入門講座を開催するとともに、学生スタッフが「ボラコ

通信」や「ボランティアサークル紹介冊子」を発行し、学生に対する啓発を行った。 

・全国外大連合で取り組む平昌オリンピックの通訳ボランティアとして本学から２名の

学生が参加した。 

 ５ 国際都市神戸への貢献 

  (1) 神戸市の国際交流事業などへの支援 

・本学学生が神戸市交通局で英語・中国語教室を開催した。 

・垂水区役所と連携して「垂水区役所英会話Café With神戸市外大」を開催した。 

・新春国際親善パーティーに通訳ボランティアとして参加した。 

・神戸港開港 150年記念帆船フェアレセプションに通訳ボランティアとして参加した。 

  (2) 地元企業や地域への貢献 

・販売促進戦略などをテーマに企業と連携した第７回全国大学生マーケティングコンテ

ストを実施した。 

・本学のゼミと地元地域福祉センターとの連携事業を開催した。 

・モナッシュ大学（豪）からの留学生が小磯記念美術館パンフレットの英語訳を行った。 

 

４ 国際交流 

 １ 留学支援体制の充実 

・交換協定大学との提携更新等により、多数の交換・長期派遣留学生を派遣するととも

に、選考日程の前倒し等選考プロセスの一部を見直した。 

・交換・長期派遣、短期派遣留学生を対象とした 24時間コールサービス対応を実施する

等、留学に関する海外での危機管理体制の構築を図った。 

 ２ 外国人留学生の受入れと学内の国際交流機会の拡充 

  (1) 日本語プログラムの充実 

・日本語プログラムを開講し、春学期（4月～7月）26名（うち国費留学生１名）、秋学

期（9月～12月）18名の留学生（うち国費留学生１名）を受け入れた。 

・安定した留学生の受け入れのため、留学生向け住宅の法人借り上げを実施した。 

・留学生の文化体験等の拡充を図るため、大阪大学の共同利用拠点事業との連携を行う

とともに、フィールドトリップで様々な体験をすることができた。 

 (2) 外国人留学生への支援       

・春学期 33名、秋学期 51名の合計 84名の学生ボランティアが JLPパートナー制度に基

づき留学生の支援を行った。 

・留学生との国際交流イベントを企画・運営する国際交流サポーター制度を新たに創設

した。 

・様々な言語による留学生チャット（英語、ロシア語、中国語、スペイン語、ドイツ語、

韓国語等）を継続して実施した。 

・新たに英語対応可能なカウンセラーを配置した。 

３ 海外の教育機関との交流・連携の拡充 

・交換協定大学との提携を更新した。 

・モナッシュ大学（豪）とのダブル・マスター制度及びエルマイラ大学（米）と

のダブル・ディグリー制度を継続して実施した。 

・神戸市の交流プログラムの一環で、本学学生がロシア学科教員とともに、協定

校であるウラル連邦大学（露）を訪問するとともに、エカテリンブルク市長を

表敬訪問した。 
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５ 柔軟で機動的な大学運営 

 １ 自律的・効率的な大学運営 

  (1) 運営体制の改善 

・中期計画策定委員会や各種ワーキンググループを設置し、次期中期計画策定に向けて、

様々な観点から議論を行った。 

・新たに副理事長を任命した。 

・経営協議会の外部委員を新たに３名任命した。 

・新たに教職支援センター及びキャリアサポートセンターを設置した。 

・「神戸外大魅力発信事業支援制度」を創設し、学生や教員が取り組む活動の中で、情報

発信力が高い活動を支援する仕組みを構築した。 

  (2)事務などの効率化・合理化 

・事務改善等を推進するため、昨年度に引き続き職員提案制度（テーマ：無駄の削減）

を実施し多くの提案があった。 

・日本大学英語模擬国連大会の開催にあたり、事務局スタッフが横断的にチームを組ん

で取り組んだ。 

・留学事務や科学研究費補助金申請事務のアウトソーシングを実施した。 

・事務の業務マニュアル化を推進した。 

    (3)大学データの蓄積及び活用 

・学生動態報告書を作成し課題等について検討するとともに、新たに大学データ集を作

成し大学ホームページに公表した。 

・IR に関する業務を行う、理事長直轄組織である企画委員会を設置するとともに、IR

担当教員の増員を行った。 

 ２ 人事の適正化 

(1)教職員人事の適正化 

 ・新たに４名の教員を採用した。 

・2018年度採用の教員選考を行い、３名の採用を決定した。 

・新たに１名の客員教員を採用するとともに、６名については、契約の更新を行った。 

・2018年度採用の職員選考を行い、３名の職員の採用を決定した。 

(2)人材育成の推進 

   ・公立大学協会と連携を図り、中堅職員向け研修及び職員の４級（主任）昇任選考を実

施した。 

・職員のスキルアップや「英語運用能力向上プログラム」、資格取得や自己研鑽への支援

制度を実施した。 

 ３ 財務内容の改善 

(1)自己財源の確保 

・新たに神戸市の協力を得てふるさと納税制度を活用した「神戸外大魅力発信事業支援

制度寄附金」を創設した。 

・施設の外部貸付の促進を行った結果、昨年度に引き続き１千万円を超える使用料収入

を確保した。 

(2)予算の適正化及び効率的な執行 

 ・「神戸外大魅力発信事業支援制度」を新たに創設し、学生や教員が取り組む活動を支

援することにより、大学の魅力発信につなげるとともに、留学支援や図書館のシステ

ム改修等、大学の教育・研究活動を支える上で優先順位の高い事業については、目的

積立金を活用することにより実施した。 

・図書館閲覧室照明 LED化工事を実施した。 

(3)資産の運用管理の改善 

 ・長期保全計画に基づき、受変電設備改修工事（本部棟）を実施した。 

 ４ 点検及び評価 

・2016年度の業務実績評価について評価委員会の外部評価を受審し、評価結果について

学内外へ広く公表するとともに、課題等について関係部会を交えて検討を行った。 
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・公益財団法人大学基準協会からの提言について大学院関係を中心に改善を図った。 

 ５ 情報発信の拡充 

・広報担当理事や広報専門官を中心として、広報活動に関する課題等について整理した。 

・理事長直轄の組織である広報戦略会議を新たに立ち上げた。 

・本学の魅力を発信するためオープンキャンパスを開催するとともに、地域の高校生を

対象とした入試説明会を実施した。 

・職員による高校訪問を拡充するとともに、学生の帰省に合わせた母校訪問を実施した。 

 ６ その他業務運営 

 (1)環境への配慮 

・KEMSステップ２を更新した。 

・図書館閲覧室照明の LED化を図るとともに、図書館１階書庫に人感センサーを設置し

た。 

  (2)危機管理 

・新たに 24時間コールサービス対応を実施する等、留学に関する海外での危機管理体制

の構築を図った。 

・学生に対して渡航先の安全確認と「在留届」及び「たびレジ」への登録を指導する等、

海外留学に係る危機管理の啓発を行った。 

・情報セキュリティに関する情報提供を教職員に対して毎月メール配信するとともに、

チェックリストによる自己点検やウイルス対策に関する研修を実施した。 

  (3)安全管理の取組 

・安全衛生委員会を開催するとともに、学生及び教職員の定期健診、メンタルヘルスチ

ェック等を行った。 

・次世代育成支援計画に基づき、時間外勤務の削減に努めた。 

・緊急補修が必要な箇所の有無等、大学施設・設備の安全点検を実施し、緊急補修を行

った。   

(4)教育研究環境の整備  

・研究棟、本部棟１階のトイレ改修を実施した。 

・大ホールに模擬国連世界大会 2016（神戸大会）参加国及び留学先の大学がある国の国

旗を設置した。 

・被爆アオギリ二世の土壌改良工事を実施した。 

  (5)創立 70周年記念事業の企画及び実施 

 ― 

  (6)内部監査 

・内部監査計画に基づき、科学研究費補助金監査、小口現金及び前渡金管理状況監査な

どを実施した。 
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「Ⅳ その他事業に関する事項」 

１ 予算、収支計画及び資金計画 

 

（１）予算 

   決算報告書参照 

 

（２）収支計画 

   年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

 

（３）資金計画 

   年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

 

 

 

 

２ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実  績 

 

１ 短期借入金の限度額 

  ３億円 

 

２ 想定される理由 

 運営費交付金の受入れ遅

延及び事故の発生等により

緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることも想

定される。 

 

 

１ 短期借入金の限度額 

  ３億円 

 

２ 想定される理由 

 運営費交付金の受入れ遅

延及び事故の発生等により

緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることも想

定される。 

 

該当なし 

 

 

 

 

３ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

中期計画 年度計画 実  績 

なし なし 該当なし 

 

 

 

 

４ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実  績 

 決算において剰余金が発

生した場合は、教育研究の質

の向上及び組織運営の改善

に充てる。 

 

 決算において剰余金が発

生した場合は、教育研究の質

の向上及び組織運営の改善

に充てる。 

 

神戸市図書館情報ネットワ

ークシステム改修等 
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５ 運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

 （単位：百万円） 

交付 

年度 

収益化 

基準 

期首 

残高 

交付金 

当期 

交付額 

当期振替額 

期末 

残高 
運営費 

交付金 

収益 

資産見返 

運営費 

交付金 

建設仮勘定 

見返運営費 

交付金 

資本 

剰余金 
小計 

2016

年度 

期間進行

基準 
－ － － － － － － － 

費用進行

基準 
5 － 5 － － － 5 － 

2017

年度 

期間進行

基準 
－ 1,034 1,033 1 － － 1,034 － 

費用進行

基準 
－ 126 124 － － － 124 3 

合計  5 1,160 1,162 1 － － 1,162 3 

（注）金額については、各欄を個別に百万円単位で四捨五入して表示しており、合計金額と一致しない場合があります。 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①2016 年度交付分                                     （単位：百万円） 

区  分 金 額 内  訳 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付

金収益 
－ 

該当なし 

資産見返運

営費交付金 
－ 

建設仮勘定見返

運営費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付

金収益 
5 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ）損益計算書に計上した費用の額：5 

   （人件費 5） 

 ｲ）固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務を全額収益化 

資産見返運

営費交付金 
－ 

建設仮勘定見返

運営費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 5 

合 計  5  

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。 

 

②2017 年度交付分                                     （単位：百万円） 

区  分 金 額 内  訳 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付

金収益 
1,033 

①期間進行基準を採用した事業等：費用進行基準を採用した業務以外のす

べての業務 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ）損益計算書に計上した費用の額：1,033 

   （人件費 949、その他の経費 84） 

ｲ） 固定資産の取得額：その他投資 1 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 期間進行に伴い支出した運営費交付金債務 1,033百万円を収益化 

資産見返運

営費交付金 
1 

建設仮勘定見返

運営費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 1,034 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付

金収益 
124 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、神戸外大魅力発信事業支援 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ）損益計算書に計上した費用の額：124 

   （人件費 122、その他の経費 2） 

 ｲ）固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務を全額収益化 

資産見返運

営費交付金 
－ 

建設仮勘定見返

運営費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 124 

合 計  1,157  

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。



18 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

2017年度 期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

－ 

該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

3 

神戸外大魅力発信事業支援 

・神戸外大魅力発信事業支援の執行残であり、翌年度以降に使用する予定 

計 3  

（注）各科目単位で四捨五入しているため、計が合わない場合があります。

 

 

 


